
規 則

�愛媛県規則第４３号
租税特別措置法に基づく優良宅地の認定に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

租税特別措置法に基づく優良宅地の認定に関する規則の一部を改正する規則

租税特別措置法に基づく優良宅地の認定に関する規則（平成１２年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。以下

「法」という。）及び租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３

号。以下「政令」という。）に定めるもののほか、法第２８条の４

第３項第５号イ、第３１条の２第２項第１４号ハ、第６２条の３第４項

第１４号ハ又は第６３条第３項第５号イの規定による認定（以下「認

定」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（認定に基づく地位の承継）

第８条 認定を受けた者の相続人その他の承継人又は認定を受けた

者から当該造成区域内の土地の所有権その他当該造成を施行する

権原を取得した者（法第３１条の２第２項第１４号ハ及び第６２条の３

第４項第１４号ハの規定による認定にあっては、それぞれこれらの

規定に規定する個人又は法人に限る。）は、第６条第１項の申請

をするまでの間に限り、認定に基づく地位の承継について、地位

承継届出書（様式第７号）を知事に届け出ることにより、その地

位を承継することができる。

様式第１号（第２条関係） 優良宅地認定申請書

（趣旨）

第１条 この規則は、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号。以下

「法」という。）及び租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３

号。以下「政令」という。）に定めるもののほか、法第２８条の４

第３項第５号イ、第３１条の２第２項第１５号ハ、第６２条の３第４項

第１５号ハ又は第６３条第３項第５号イの規定による認定（以下「認

定」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（認定に基づく地位の承継）

第８条 認定を受けた者の相続人その他の承継人又は認定を受けた

者から当該造成区域内の土地の所有権その他当該造成を施行する

権原を取得した者（法第３１条の２第２項第１５号ハ及び第６２条の３

第４項第１５号ハの規定による認定にあっては、それぞれこれらの

規定に規定する個人又は法人に限る。）は、第６条第１項の申請

をするまでの間に限り、認定に基づく地位の承継について、地位

承継届出書（様式第７号）を知事に届け出ることにより、その地

位を承継することができる。

様式第１号（第２条関係） 優良宅地認定申請書

省略 省略
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告 示

�愛媛県告示第９５３号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１４条及び第１１８条

の規定に基づき、２等陸士として採用する陸上自衛官、２等海士と

して採用する海上自衛官及び２等空士として採用する航空自衛官の

募集期間を次のとおり告示する。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 男子（平成２１年度３・４月採用分）

平成２１年８月１日（土）から

９月１１日（金）まで

２ 女子（平成２１年度３・４月採用分）

平成２１年８月１日（土）から

９月１１日（金）まで

造成

宅地

の概

要

１

租税特別措置法

（昭和３２年法律

第２６号）該当条

項

省略

□ 第３１条の２第２項第１４号ハ

□ 第６２条の３第４項第１４号ハ

省略

造成

宅地

の概

要

１

租税特別措置法

（昭和３２年法律

第２６号）該当条

項

省略

□ 第３１条の２第２項第１５号ハ

□ 第６２条の３第４項第１５号ハ

省略

２～８ 省略 ２～８ 省略

省略 省略

注 省略

様式第３号（第４条関係） 優良宅地認定書

注 省略

様式第３号（第４条関係） 優良宅地認定書

省略 省略

１～７ 省略 １～７ 省略

８

租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）

該当条項

省略

□ 第３１条の２第２項第１４号ハ

□ 第６２条の３第４項第１４号ハ

省略

８

租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）

該当条項

省略

□ 第３１条の２第２項第１５号ハ

□ 第６２条の３第４項第１５号ハ

省略

９ 省略 ９ 省略

省略 省略

注 省略

様式第４号（第６条関係） 優良宅地証明申請書

注 省略

様式第４号（第６条関係） 優良宅地証明申請書

省略 省略

造成

宅地

の概

要

１～５ 省略 造成

宅地

の概

要

１～５ 省略

６

租税特別措置法

（昭和３２年法律

第２６号）該当条

項

省略

□ 第３１条の２第２項第１４号ハ

□ 第６２条の３第４項第１４号ハ

省略

６

租税特別措置法

（昭和３２年法律

第２６号）該当条

項

省略

□ 第３１条の２第２項第１５号ハ

□ 第６２条の３第４項第１５号ハ

省略

７ 省略 ７ 省略

省略 省略

注 省略

様式第５号（第６条関係） 優良宅地証明書

注 省略

様式第５号（第６条関係） 優良宅地証明書

省略 省略

１～６ 省略 １～６ 省略

７

租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）

該当条項

省略

□ 第３１条の２第２項第１４号ハ

□ 第６２条の３第４項第１４号ハ

省略

７

租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）

該当条項

省略

□ 第３１条の２第２項第１５号ハ

□ 第６２条の３第４項第１５号ハ

省略

８ 省略 ８ 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報平成２１年７月１７日 第２０８３号

６７８



�������
�愛媛県告示第９５５号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市金生町山田井字早苗出東側乙１１６の１、乙１１６の

２

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市富郷町豊坂字東山丙１５、丙４１、寒川町字寒川山乙

２３９の２

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市土居町上野乙３１６の１１から乙３１６の１５まで

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

土居町上野乙３１６の１４・乙３１６の１５（以上２筆について、

次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市富郷町豊坂字東山丙２９の１、丙３０の１、丙３１の１、

丙３２、字中山丙１３５、丙１３６、丙１３７の１、丙１３８の１、丙１

４２

� 指定の目的

�愛媛県告示第９５４号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、２等陸士として採用する陸上自衛官、２等海士

として採用する海上自衛官及び２等空士として採用する航空自衛官の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のと

おり定める。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）
平成２１年９月１９日（土） 新居浜市瀬戸町２番１６号 新居浜商業高等学校 新居浜市、西条市及び四国中央市

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市民会館 今治市及び越智郡

松山市文京町４番地２ 松山大学
松山市、伊予市、東温市、上浮穴郡及

び伊予郡

大洲市東大洲２７０番地１ 大洲市総合福祉センター
八幡浜市、大洲市、西予市、喜多郡及

び西宇和郡

宇和島市曙町１番地 宇和島市役所 宇和島市、北宇和郡及び南宇和郡

（女子）
平成２１年９月２７日（日）

９月２８日（月）
いずれか１日

松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

愛 媛 県 報平成２１年７月１７日 第２０８３号

６７９



土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字東山丙２９の１、字中山丙１３８の１

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

５� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市豊岡町岡銅字檜谷丙２３の１３、丙２３の１４、字シダ尾

丙２４の１、丙２４の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字檜谷丙２３の１４・字シダ尾丙２４の１（以上２筆について、

次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

６� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市金田町半田字赤松谷丁６４の２６

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字赤松谷丁６４の２６（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

７� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市土居町北野乙１９７の１、乙１９７の１９

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

土居町北野乙１９７の１・乙１９７の１９（以上２筆について、

次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

８� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市土居町畑野１７３３の１、１７３４の１、１７３８の１、１７３９

の２、１７４０、１７４１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

土居町畑野１７３３の１・１７３８の１・１７４１（以上３筆につい

て、次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

９� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市富郷町津根山字四ッ尾筋乙４４６の１、字四ッ尾乙

４４７の２、土居町中村１６００の１、１６０１の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

富郷町津根山字四ッ尾乙４４７の２・土居町中村１６００の１・

１６０１の１（以上３筆について、次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

１０� 保安林予定森林の所在場所

四国中央市川滝町下山字井砂山丙２５６の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

愛 媛 県 報平成２１年７月１７日 第２０８３号
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次のとおりとする。

１１� 保安林予定森林の所在場所

松山市儀式乙１７６の１、乙１７６の１１、乙１７６の３０、乙１７６の

３１、乙１７６の４３

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

儀式乙１７６の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

１２� 保安林予定森林の所在場所

松山市中島大浦３３４６、３３４８の２、３３５９の１、３３６０、３３６２、３３

６３、３３６５の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

中島大浦３３４６・３３６２・３３６３・３３６５の２（以上４筆につい

て、次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

１３� 保安林予定森林の所在場所

松山市饒乙８９の１、乙１０８、乙１０９の２、乙１１１、乙１１３、

乙１１４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

饒乙１０９の２・乙１１１（以上２筆について、次の図に示

す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

１４� 保安林予定森林の所在場所

松山市小浜乙３２８、乙３２９、長師１４６８の２

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び関係市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第９５６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

宇和島市

宇和島市曙町１番地

代表者 宇和島市長 石橋寛久

宇和島市栄町港二丁目４番１４号

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

宇和島市吉田町奥浦字十ヶ浦乙７０９番の地先公有水面

イ 区域

次の１点から１４点までを順次直線で結んだ線並びに１４点と

１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．２５メー

トル）の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（宇和島市吉田町奥浦字十ヶ浦乙７１０番１５地内の大良

物揚場に設置された金属鋲）は、北緯３３度１５分３０秒、東経１

３２度２８分３０秒の地点

１点は、基点から真北８度３８分２５秒７９．９１メートルの地点

２点は、１点から真北１９０度４３分２７秒０．０３メートルの地点

３点は、２点から真北１００度４３分２７秒２２．９８メートルの地

点

４点は、３点から真北１９０度４７分５１秒３．３７メートルの地点

５点は、４点から真北１９１度４４分５２秒１３．８０メートルの地

点

６点は、５点から真北２８１度４４分５２秒１．００メートルの地点

７点は、６点から真北１９１度４４分５２秒２．５０メートルの地点

８点は、７点から真北１０１度４４分５２秒１．００メートルの地点

９点は、８点から真北１９１度４４分５２秒２６．６０メートルの地

点

１０点は、９点から真北２８１度４４分５２秒１．００メートルの地点

１１点は、１０点から真北１９１度４４分５２秒２．５０メートルの地点

１２点は、１１点から真北１０１度４４分５２秒１．００メートルの地点

１３点は、１２点から真北１９１度４４分５２秒１４．７０メートルの地

点

愛 媛 県 報平成２１年７月１７日 第２０８３号
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１４点は、１３点から真北２８１度４４分５２秒３１．７９メートルの地

点

ウ 面積

１，８９８．８４平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

宇和島市吉田町奥浦字内クルミ乙７００番３から同市吉田町

奥浦字十ヶ浦乙７１０番１５までの地先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＨ点までを順次直線で結んだ線及びＨ点とＡ

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（宇和島市吉田町奥浦字十ヶ浦乙７１０番１５地内の大良

物揚場に設置された金属鋲）は、北緯３３度１５分３０秒、東経１

３２度２８分３０秒の地点

Ａ点は、基点から真北５度４０分１８秒１３０．３７メートルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１００度４３分２７秒５７．５１メートルの地

点

Ｃ点は、Ｂ点から真北１９１度４４分５２秒５３．８５メートルの地

点

Ｄ点は、Ｃ点から真北１０１度４４分５２秒２５．００メートルの地

点

Ｅ点は、Ｄ点から真北１９１度４４分５２秒１１０．１０メートルの地

点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２８１度４４分５２秒６６．００メートルの地

点

Ｇ点は、Ｆ点から真北１１度４４分５２秒３５．００メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２８１度４４分５２秒１６．５０メートルの地

点

ウ 面積

１１，５７２．３５平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 埋立免許年月日

平成２１年７月７日

�������
�愛媛県告示第９５７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（成果不整合地域における基準点改測）

基本測量（電子基準点付属標取付観測）

２ 作業期間 平成２１年９月１日から

平成２１年１２月２８日まで

３ 作業地域 西条市（成果不整合地域における基準点改測）

宇和島市（電子基準点付属標取付観測）

�愛媛県告示第９５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年７月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治丹原線

西条市旦之上甲１３０２番１地先から

同甲７５８番１地先まで
旧 ７．６～１５．２ ０．１８４

西条市旦之上甲１３０２番９から

同甲７５８番８まで
新 １０．２～１５．３ ０．１８４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治丹原線
西条市旦之上甲１３０２番９から

同甲７５８番８まで
平成２１年７月１７日

愛 媛 県 報平成２１年７月１７日 第２０８３号
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�愛媛県告示第９６２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨

の届出があった。

平成２１年７月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

退 任

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９６３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線

西条市黒瀬字向乙１９９番６から

同乙２０８番８まで
旧 ４．９～２２．９ ０．３８７

西条市黒瀬字向乙１９９番１１から

同乙２０８番８まで
新 １７．７～４０．０ ０．３８７

〃 〃

西条市黒瀬字向乙２０８番８から

同乙２１１番１１まで
旧 １０．２～１５．３ ０．０６

西条市黒瀬字向乙２０８番８から

同乙２１１番１１まで
新 ２７．６～４４．７ ０．０６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市黒瀬字向乙２０８番８から

同乙２１１番１１まで
平成２１年７月１７日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小笠原 通 夫 伊予市上三谷２２３５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 橋 政 秀 伊予市下三谷１５３３番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般・特－１７）第５２６０号 平成１７年
５月３０日 �オキマ 岡崎 英郎 松山市星岡２－２－１１ 平成２１年

６月２日

土木工事業
電気工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（特－１８）第７１７１号 平成１８年
９月２０日 �杉原工業 杉原 孝 東温市山之内２６９２ 平成２１年

６月２日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１６１８０号 平成１９年
９月１９日 �りんどう建設 小林 信治 松山市今在家４－５－１ 平成２１年

６月５日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第１１２９２号 平成１８年
９月２５日 �北光建設 岡田 光晴 松山市福角町甲１０６４ 平成２１年

６月８日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１２９９８号 平成１７年
３月１３日 �小谷電飾 小谷 清信 松山市山西町１３９３－１ 平成２１年

６月１２日 電気工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２１年７月１７日 第２０８３号
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訓 令

�愛媛県告示第９６４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年７月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第９６５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年７月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県訓令第２０号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

建

築

指

導

課

１～１２ 省

略

建

築

指

導

課

１～１２ 省

略

１３ 租税特

別措置法

の施行に

関する事

務

１ 宅地の造成が優良な宅地の

供給に寄与するものであるこ

とについての認定（第２８条の

４第３項第５号イ、第３１条の

２第２項第１４号ハ、第６２条の

３第４項第１４号ハ、第６３条第

３項第５号イ）

○ １３ 租税特

別措置法

の施行に

関する事

務

１ 宅地の造成が優良な宅地の

供給に寄与するものであるこ

とについての認定（第２８条の

４第３項第５号イ、第３１条の

２第２項第１５号ハ、第６２条の

３第４項第１５号ハ、第６３条第

３項第５号イ）

○

２ 住宅の新築が優良な住宅の

供給に寄与するものであるこ

○ ２ 住宅の新築が優良な住宅の

供給に寄与するものであるこ

○

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２１中局建（開）第１７号

平成２１年７月８日
伊予郡松前町大字昌農内字拂川６７５番１

東温市見奈良１２４３番地２

松山刑務所官舎Ｅ棟１０２号

大 野 真 史

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２１中局建（開）第１８号

平成２１年７月８日
伊予郡松前町大字徳丸字西都４９７番５及び４９７番６

伊予郡松前町大字徳丸４９７番地３

加 藤 雅 樹
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とについての認定（第２８条の

４第３項第６号、第３１条の２

第２項第１５号ニ、第６２条の３

第４項第１５号ニ、第６３条第３

項第６号）

とについての認定（第２８条の

４第３項第６号、第３１条の２

第２項第１６号ニ、第６２条の３

第４項第１６号ニ、第６３条第３

項第６号）

１４・１５ 省

略

１４・１５ 省

略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

所長 専決

者

所長 専決

者

課長 課長

用

地

管

理

課

１～３５ 省

略

用

地

管

理

課

１～３５ 省

略

３６ 租税特

別措置法

の施行に

関する事

務

１ 宅地の造成が優良な宅地の

供給に寄与するものであるこ

とについての認定（第２８条の

４第３項第５号イ、第３１条の

２第２項第１４号ハ、第６２条の

３第４項第１４号ハ、第６３条第

３項第５号イ）

○ ３６ 租税特

別措置法

の施行に

関する事

務

１ 宅地の造成が優良な宅地の

供給に寄与するものであるこ

とについての認定（第２８条の

４第３項第５号イ、第３１条の

２第２項第１５号ハ、第６２条の

３第４項第１５号ハ、第６３条第

３項第５号イ）

○

２ 住宅の新築が優良な住宅の

供給に寄与するものであるこ

とについての認定（第２８条の

４第３項第６号、第３１条の２

第２項第１５号ニ、第６２条の３

第４項第１５号ニ、第６３条第３

項第６号）

○ ２ 住宅の新築が優良な住宅の

供給に寄与するものであるこ

とについての認定（第２８条の

４第３項第６号、第３１条の２

第２項第１６号ニ、第６２条の３

第４項第１６号ニ、第６３条第３

項第６号）

○

３７～５０ 省

略

３７～５０ 省

略

備考 省略 備考 省略

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 租税特別措置法第２８条の４第３項第５号イ、第３１条の２

第２項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ及び第６３条第３項

第５号イの規定に基づく優良宅地の認定に関すること。

� 租税特別措置法第２８条の４第３項第６号、第３１条の２第２項

第１５号ニ、第６２条の３第４項第１５号ニ及び第６３条第３項第６号

の規定に基づく優良住宅の認定に関すること。

�・� 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 租税特別措置法第２８条の４第３項第５号イ、第３１条の２

第２項第１５号ハ、第６２条の３第４項第１５号ハ及び第６３条第３項

第５号イの規定に基づく優良宅地の認定に関すること。

� 租税特別措置法第２８条の４第３項第６号、第３１条の２第２項

第１６号ニ、第６２条の３第４項第１６号ニ及び第６３条第３項第６号

の規定に基づく優良住宅の認定に関すること。

�・� 省略
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公 告

��������������

�公 告

平成２０年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況の

公表について

社団法人全国公営住宅火災共済機構理事長足立穎一郎から通知の

あった平成２０年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況に

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６３条の２第３項の

規定により、次のとおり公表する。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業実績

加入都道府県市区町村会員数 ７０１会員

加入戸数 ８７２，１０５戸

共済委託契約金額 ７，７６７，８３７，４６３千円

火災共済掛金 １，０５４，８０８千円

被災戸数 ５１０戸

火災共済給付金 ４０５，３６１千円

特定給付金 １２，３９３千円

復興建築助成戸数 ２９５戸

復興建築助成金 ９１，９１９千円

住宅災害見舞戸数 ７５９戸

住宅災害見舞金 ２３，９２０千円

住宅防火施設整備補助会員数 ２５３会員

住宅防火施設整備補助金 １２０，４２３千円

２ 貸借対照表（平成２１年３月３１日現在）

� 資産の部

ア 現金預金 ８６，６２６千円

イ 有価証券 ５４７，７３１千円

ウ 特定資産

� 異常危険準備金資産 ２，８５７，３２７千円

� その他特定資産 １，５４３，３３９千円

エ 不動産及び動産 ３３０，０１９千円

オ その他資産 １０，９６９千円

資産合計 ５，３７６，０１１千円

� 負債の部

ア 共済契約準備金 ３，３６７，０１８千円

イ その他負債 １１７，９０７千円

ウ 退職給付引当金 １２１，３５１千円

負債合計 ３，６０６，２７６千円

� 正味財産の部

正味財産合計 １，７６９，７３５千円

負債及び正味財産合計 ５，３７６，０１１千円

６ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�～�の９７ 省略

� 租税特別措置法第２８条の４第３項第５号イ、第３１条の２第２

項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ及び第６３条第３項第５

号イの規定に基づく優良宅地の認定に関すること。

�の２ 租税特別措置法第２８条の４第３項第６号、第３１条の２第

２項第１５号ニ、第６２条の３第４項第１５号ニ及び第６３条第３項第

６号の規定に基づく優良住宅の認定に関すること。

�～� 省略

２・３ 省略

６ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�～�の９７ 省略

� 租税特別措置法第２８条の４第３項第５号イ、第３１条の２第２

項第１５号ハ、第６２条の３第４項第１５号ハ及び第６３条第３項第５

号イの規定に基づく優良宅地の認定に関すること。

�の２ 租税特別措置法第２８条の４第３項第６号、第３１条の２第

２項第１６号ニ、第６２条の３第４項第１６号ニ及び第６３条第３項第

６号の規定に基づく優良住宅の認定に関すること。

�～� 省略

２・３ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年７月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年６月３０日 特定非営利活動法人
ユニバーサルクリエート 佐 伯 康 人 松山市平和通１丁目３－１０ この法人は、障がい者等に関する環境整備、教

育、就労等に関する支援事業を行い、もって、
ユニバーサル社会の形成に寄与することを目的
とする。
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選挙管理委員会告示

正 誤

�愛媛県選挙管理委員会告示第２６号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及び第４

項第２号（他の法令において準用され、又は例によることとされて

いる場合を含む。）の規定により不在者投票のできる施設として指

定したもののうち、次の施設についてその指定を取り消した。

平成２１年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第２７号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及び第４

項第２号（他の法令において準用され、又は例によることとされて

いる場合を含む。）の規定により、次の施設を不在者投票のできる

施設として指定した。

平成２１年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�正 誤

平成２１年６月１６日付け第２０７４号愛媛県告示第８３９号（土地改良区

役員の就退任の届出）中

施設の種類 施設の名称 所 在 地

特別養護老人ホ
ーム

特別養護老人ホ
ームガリラヤ荘 東温市松瀬川乙１０２０番地

施設の種類 施設の名称 所 在 地

介護老人保健施
設

介護老人保健施
設くりのみ館 四国中央市中之庄町３９３番地１

特別養護老人ホ
ーム

特別養護老人ホ
ームガリラヤ荘 東温市南方１７６６番地１

ページ 箇 所 誤 正

５９５ 就任の表氏名
欄中

松 本 忠 夫
佐 藤 敏 夫

松 木 忠 夫
佐 野 敏 夫

５９５ 退任の表氏名
欄中 松 本 忠 夫 松 木 忠 夫

平成２１年７月１７日 発行
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